
平成３０年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(1,037) (1,037) (777)

0 0

＜1,037＞ ＜1,037＞ ＜777＞

(1,095) (1,095) (912)

0 0

＜1,095＞ ＜1,095＞ ＜912＞

(2,132) (2,132) (1,689) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜2,132＞ ＜2,132＞ ＜1,689＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

栗原市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

4   D  -     5  -   1    災害公営住宅家賃低廉化事業
 若柳地区
栗駒地区

高清水地区
 市  市  直接 3/4

【他事業より流用】（平成30年1月17日）
流用元：D-4-1 災害公営住宅整備事業（若柳地区））
流用額：[H25]3,995千円（国費：3,495千円）
流用後交付対象事業費：3,995千円（国費：3,495千円）
【他事業へ流用】（平成31年1月11日）
流用元：D-5-2 災害公営住宅家賃低廉化事業［補助率変更分］
流用額：[H30]314千円（国費：275千円）
流用後交付対象事業費：46,690千円（国費：40,851千円）
【他事業へ流用】（令和元年10月4日）
流用先：D-5-2 災害公営住宅家賃低廉化事業［補助率変更分］
流用額：[R2]245千円（国費：214千円）
流用後交付対象事業費：46,445千円（国費：40,637千円）

（様式１－４）

栗原市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和元年12月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 2/3

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 

 市  直接 1/2

7   D  -     5  -   2

  1    東日本大震災特別家賃低減事業
 若柳地区
栗駒地区

高清水地区
 市5   D  -     6

  災害公営住宅家賃低廉化事業［補助率変更分］
 若柳地区
栗駒地区

高清水地区
 市  市

【他事業より流用】（平成30年1月17日）
流用元：D-4-1 災害公営住宅整備事業（若柳地区））
流用額：[H25]4,498千円（国費：3,748千円）
流用後交付対象事業費：5,593千円（国費：4,660千円）
【他事業より流用】（平成31年1月11日）
流用元：D-5-1 災害公営住宅家賃低廉化事業
流用額：[H30]330千円（国費：275千円）
流用後交付対象事業費：14,619千円（国費：12,180千円）

主査　真山幸洋

市町村名 電話番号 0228-22-1125 kikaku@kuriharacity.jp

合計額

都道県名 担当部局名 企画部企画課



平成３１年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(675) (675) (506)

0 0 0

＜675＞ ＜675＞ ＜506＞

(8,696) (8,696) (7,246)

0 0 0

＜8,696＞ ＜8,696＞ ＜7,246＞

(9,371) (9,371) (7,752) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜9,371＞ ＜9,371＞ ＜7,752＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

栗原市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

栗原市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和元年12月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 2/3

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 

 市  直接 1/2

7   D  -     5  -   2

  1    東日本大震災特別家賃低減事業
 若柳地区
栗駒地区

高清水地区
 市5   D  -     6

  災害公営住宅家賃低廉化事業［補助率変更分］
 若柳地区
栗駒地区

高清水地区
 市  市

【他事業より流用】（令和元年10月4日）
流用元：D-5-1 災害公営住宅家賃低廉化事業
流用額：[R1]257千円（国費：214千円）
流用後交付対象事業費：24,817千円（国費：20,679千円）

主査　真山幸洋

市町村名 電話番号 0228-22-1125 kikaku@kuriharacity.jp

合計額

都道県名 担当部局名 企画部企画課



平成３２年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

234 234 175

＜234＞ ＜234＞ ＜175＞

(0) (0) (0)

9,941 9,941 8,284

＜9,941＞ ＜9,941＞ ＜8,284＞

(0) (0) (0) (0) (0)

10,175 10,175 8,459 0 0

＜10,175＞ ＜10,175＞ ＜8,459＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

栗原市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

栗原市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和元年12月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 2/3

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 

 市  直接 1/2

7   D  -     5  -   2

  1    東日本大震災特別家賃低減事業
 若柳地区
栗駒地区

高清水地区
 市5   D  -     6

  災害公営住宅家賃低廉化事業［補助率変更分］
 若柳地区
栗駒地区

高清水地区
 市  市

【端数処理分追加】（令和元年10月4日）
【R2】交付対象事業費：1千円

主査　真山幸洋

市町村名 電話番号 0228-22-1125 kikaku@kuriharacity.jp

合計額

都道県名 担当部局名 企画部企画課


